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１　はじめに
かつて、種々の財・サービスの販売方法は、

店舗を通じた対面販売が主流であった。すなわ

ち、店舗という物理的空間の存在は、顧客と販

売者の接点を作るという重要な役割を果たし続

けてきたのである。それは、金融業においても

例外ではなかった。堀内・佐々木（1982）が、

金融機関が預貯金者に提供する非金銭的便益の

1 つである「店舗サービス」を家計から店舗へ

のアクセスのしやすさと捉えていることからも、

このことは明白であろう 1）。

ここで、わが国の金融機関の店舗戦略の変遷

を概観しておこう。図 1 に、全国における民間

金融機関の店舗数の推移を業態別に示したが、

1980 年からバブル期にかけては、どの業態も、

店舗を大きく増やしていたことが分かる。かつ

ては、護送船団方式の下で、金融機関の店舗の

設置数や設置場所等を厳格に制限する店舗規制

が存在していたが 2）、とりわけバブル期には、

当時の景気の過熱ぶりに後押しされ、規制の範

囲内で、集客力の高そうな地域へこぞって出店

が行われたのである。すなわち、当時は、出店が、

金融機関にとっての最も有力な非価格競争手段

の 1 つと見なされており、店舗網を拡張する路

地域金融機関の店舗サービスに対する
家計のニーズと店舗戦略

愛知学院大学経済学部教授　近 藤　万 峰

〜要旨〜
とりわけバブル期には、有力な非価格競争手段の 1 つと見なされており、増加の一途をたどった金

融機関の店舗は、今やリストラの対象に成り下がってしまっている。その結果、とりわけ人口減少の

顕著な地域において、地域金融機関の店舗の利用環境が悪化する傾向にあるため、こうした状況を何

らかの形で補っていく必要があるだろう。

ちなみに、家計による店舗サービスへのニーズは、ICT・AI の普及等に伴い、従前よりは低下して

いるものの、相対的には未だに高いという傾向も見出せる。効率化一辺倒の店舗戦略は、とりわけ狭

いエリアに密着した業務を営んでいる地域金融機関の経営に、深刻なダメージをもたらし得ることに

注意する必要がある。また、あえて店舗を有する金融機関を選択しているという顧客の特性を考慮し、

ネット専業銀行との差別化を図るべく、店舗サービスを通じた利便性の提供に相応の力を注ぐことが

アピール力を持つものと思われる。
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線がとられていたのである。

しかし、バブル崩壊後に、こうした状況は一

変する。図 1 を見ると、都銀は 1993 年、地銀は

1996 年、第二地銀は 1993 年、信金は 1999 年を

ピークに減少に転じている。家森・近藤（2001a）

は、全国の市区別データを用いて、説明変数に

地価変化率を含んだ銀行の店舗設置関数を推定

し、1990 年代後半に、地価下落率の高かった地

域において店舗の統廃合が盛んに進められたこ

とを明らかにしている。家森・近藤（2001b）、

Yamori and Kondo（2002）は、市区別の銀行

の店舗増減数の関係を年代別に分析した結果、

1990 年代前半には、バブル期に多くの出店が行

われた地域において店舗増設が継続されていた

（換言すれば、バブル期の延長線上の店舗戦略が

とられ続けていた）が、1990 年代後半に、バブ

ル期に過剰に店舗が設置された地域において店

舗の統廃合が進められたことを示している。も

ちろん、破綻や再編に伴う必然的な店舗削減も

含まれているであろうが、これらの先行研究を

考慮すると、バブル崩壊を機に（とりわけ 1990

年代後半に）金融機関が店舗リストラに着手し

ており、とりわけバブル期に過大評価されてい

た地域におけるそれが顕著であったと言える。

さらに、近年に注目すると、主に少子高齢化・

人口減少に起因する地域市場の環境の変化と、

ICT・AI の発達や普及が、経営効率化策として

の店舗リストラに拍車をかけている。かつては、

最も重要な経営資源の 1 つであり、非価格競争

手段として重んじられていた店舗が、今やお荷

物となり、リストラの対象に成り下がっている

と言っても過言ではないのである。また、過去

の大型再編に伴い、大胆な店舗の統廃合の必要

に迫られたメガバンクをはじめとする大手銀行

のみならず、近年では、地域金融機関の再編も

増えており、それに伴う店舗の統廃合も進んで

いる。

以上のような店舗減少の動きを目の当たりに

すると、以下の 2 点の懸念が生じる。1 点目は、

地域における店舗減少が、金融機関の利用者サ

図 1　店舗数の推移

（出所）�1980 年から 2000 年までの銀⾏店舗数は、『⾦融』（全国銀⾏協会）。2001 年以降の銀⾏店舗数
は、『全国銀⾏財務諸表分析』（全国銀⾏協会）。1980 年から 1997 年までの信⽤⾦庫店舗数は、

『⾦融』（全国銀⾏協会）。1998 年以降の信⽤⾦庫店舗数は、『信⽤⾦庫統計』（信⾦中央⾦庫）。
（注 1）各年とも 3 ⽉末のデータである。
（注 2）第⼆地⽅銀⾏の 1988 年までの業態名は、相互銀⾏である。
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イドである家計の金融サービスの利用環境に悪

影響を及ぼしていないかということである。2

点目は、店舗をリストラ対象として大きく減ら

すことが、今後の金融機関にとって、本当に望

ましい店舗戦略であると言えるのかということ

である。

そこで、本稿では、近年における金融機関の

店舗減少が、家計に与える影響を分析すること

を目的としている。具体的には、どのような地

域における店舗が特に減少しているかを追究す

ることを通じて、家計の金融サービスの利用環

境に対する影響を明らかにするとともに、アン

ケート調査の結果を用いて、家計による店舗サー

ビスへのニーズを把握し、地域金融機関にとっ

ての望ましい店舗戦略について考察することと

したい。

本稿の構成は、以下の通りである。第２節では、

都道府県別データを用いて、特にどのような属

性を持つ地域の店舗が減少（増加）しているか

を分析する。第３節では、家計に対するアンケー

ト調査の結果を活用して、ICT・AI 化が進む中

での家計の店舗サービスに対するニーズを把握

する。第４節では、第２節、第３節での議論を

もとに、地域金融機関の今後の店舗戦略のあり

方について考察する。

２　家計の店舗サービスの利用環境
近藤（2005,2007,2008,2009）は、地域の店舗

変化数と地域属性にまつわる変数との相関係数

を算出し、家計の店舗サービスの利用環境につ

いて考察している。しかし、使用されているデー

タが、今となってはやや古く、金融機関の経営

効率化の動きがより強化されている近年の店舗

減少の影響を把握できていない。そこで、本節

では、近年のデータを使い、特にどのような地

域の店舗が減少（増加）しているかを分析する

ことを通じて、家計を中心とした地域の金融機

関の利用者への影響を考察していこう。

（1）店舗変化数の都道府県ランキング
まず、具体的に、どの地域（都道府県）の店

舗が特に減少（増加）しているかを明らかにし

ておこう。2025 年 3 月末の都銀、地銀、第二地銀、

および信金の店舗数の合計から 2015 年 3 月末の

それを引いたもの（店舗変化数）を都道府県毎

に算出し、その記述統計量を表１に示した 3）。

メディアンがマイナスの値をとっていること

から、中位に位置する地域であっても、この期

間に店舗が減少していることとなる。最大値は

48 であり、大きく増加した地域がある一方で、

51 減少した地域もあり、地域間のばらつきがか

なり大きいと言える。

次に、店舗変化数の都道府県ランキングを表 

２に示した。

全体としては、特にどの地方が上位ないし下

位を多数占めているといった明確な規則性は見

出せない。一方、上位 10 位に注目すると、東京

圏（1 都 3 県）に分類されるのは埼玉県のみであっ

たり、近畿大都市圏に分類される地域がランク

インしていなかったりするなど、いわゆる大都

市部がやや少なめな傾向にある。逆に下位に目

を移すと、東京都が 47 位、大阪府が 46 位であっ

たり、東京圏に分類される千葉県が 43 位、神奈

川県が 41 位であったりするなど、いくつかの主

要な都市部において、この 10 年間にむしろ店舗

が増加したという傾向が見られる。

上位において、非都市部が大半を占めている

といった明確な傾向は見出せないものの、大都

表 1　店舗変化数の記述統計量

平均 メディアン 標準偏差 最大値 最小値 サンプル数

-7.872 -6 17.170 48 -51 47
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市部がやや少なめであり、いわゆる非都市部を

中心に金融サービスの利用環境が悪化していな

いかが懸念される。この点について、次項で探っ

ていこう。

（2）店舗変化数と地域属性の相関
前項より、過去 10 年間に、76.6％もの地域（都

道府県）が店舗減少を経験していることが明ら

かにされたが、本項では、特にどういった属性

を持つ地域において、店舗減少が顕著であるか

を考察していこう。具体的には、前項で用いた

都道府県別の店舗変化数と地域属性にまつわる

変数の相関係数を算出する。後者としては、人

口密度、総人口の対前年増加率、高齢者人口比（65

歳以上人口比率）、1 人当たり県民所得、県内総

生産の対前年増加率を用いることとする 4）。

店舗変化数に、民間計（都銀、地銀、第二地銀、

信金）をとるケースと業態別（都銀、地域銀行、

信金、ゆうちょ銀行）のものをとるケースの双

方について相関係数を算出する 5）。相関係数は、

表 2　店舗変化数の都道府県ランキング
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表３の通りである。

民間計を見ると、人口密度が 1％水準で有意

なプラスの符号をとっている 6）。一般に、人口

密度の高い地域ほど、金融サービスに対するニー

ズが高いものと考えられ、こうした地域におけ

る店舗が増加している（ないし、減り方が相対

的に少ない）こととなる。

また、人口成長率も 5％水準で有意なプラス

の符号をとっている。人口が増えている（ない

し、減り方が相対的に少ない）地域の店舗が増

加している（ないし、減り方が相対的に少ない）

こととなり、先述の人口密度の結果と併せて考

えると、民間金融機関は、地域における金融サー

ビスへのニーズの高さとそのポテンシャルを考

慮に入れた店舗戦略をとっていると言える。業

態別に見ると、地域銀行、信金において、ほぼ

同様の傾向が見られ、特にこれらの業態は、家

計をはじめとする地域の金融サービスへのニー

ズの高さを考慮した店舗戦略をとっていること

となる。

これを逆から捉えると、人口減少の顕著な地

域では、地域において多大なインパクトを持ち

得る地域金融機関の店舗の利用環境が悪化して

いることとなる。未だに相対的に公共性に配慮

した店舗展開を行っているであろうゆうちょ銀

行の店舗も 7）、特にこうした地域において増え

ている（ないし、減っていない）という傾向は

見られないため、家計の店舗サービスの利用環

境は、相対的に厳しくなっているものと思われ

る。第４節で詳述する良好なインターネットバ

ンキング（以下、ネットバンキング）の利用環

境の提供、コスト削減を可能とする独創的な店

舗面での取り組み、ATM による対応等を通じ

て、こうした状況をいかに補っていくかが鍵と

なってくるであろう。

高齢者人口比は、いずれのケースにおいても

有意な符号をとっていない。ネットバンキング

による補完が相対的に難しいと思われる高齢化

が進行する地域において、店舗サービスの利用

環境が極端に悪化しているわけではなさそうで

ある。また、一般に高齢者は、若年層に比して、

多額の資産を保有しているケースが多いが、こ

うした層をターゲットにした店舗戦略がとられ

ているわけではないとも言える。

1 人当たり県民所得と県内総生産の対前年成

長率は、いずれのケースにおいても有意な符号

をとっていない 8）。所得水準の高い地域は、経

済活動が活発でかつ裕福なところであると考え

られ、民間金融機関にとっては、収益機会に恵

まれた地域であると言えよう。近年では、都市

部におけるプレゼンスの高い都銀を含め、こう

した地域へ盛んに出店するという店舗戦略はと

られていないようである。

（注）*** は 1％⽔準、** は 5％⽔準、* は 10％⽔準で有意であることを⽰している。

表 3　相関係数
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３　家計による店舗サービスへのニーズの変化
とりわけ地方において急速に進む少子高齢化・

人口減少に伴う市場規模の縮小や、近年、修正

されつつあるものの、未だに続く緩和的な金融環

境の影響により、地域金融機関を取り巻く経営環

境は厳しい状況にある。それに対応すべく、経営

効率化策の一環として、コスト負担の重い店舗を

リストラ対象とする金融機関が増えている。

また、ICT・AI の発達や普及に伴い、ネット

バンキングの機能を充実させたり、顧客を店舗

からそちらへシフトさせようとしたりする金融

機関が増えているし 9）、実際に利用者も増大して

いるものと推測される 10）。こうした背景からも、

前述のような経営効率化を目的とした店舗リス

トラを進めやすくなっていると思われる。

それでは、金融機関が、店舗リストラを進め

ることは、トータルで見て自身の経営にとって

望ましいことであるのだろうか。本節では、家

計を対象に実施したアンケート調査の結果をも

とに、金融機関の利用者サイドである家計の店

舗サービスへのニーズを探ることを通じて、金

融機関の今後の店舗戦略のあり方について考察

しよう。

（1）�金融経済教育推進機構のアンケート調
査に基づく考察

まず、金融経済教育推進機構が実施した『家

計の金融行動に関する世論調査』の結果をもと

に 11）、家計の金融機関の店舗サービスへのニー

ズを考察していこう。設問「取引金融機関を決

める場合､ どのような理由から選びますか」に

おける 2 つの選択肢の回答割合の推移を図 2 に

示した。

「近所に店舗や ATM があるから」は、1992

年から 2020 年に至るまで、7 割を超える水準で

推移していた。その中でも、より直近の 2018 年

から 2020 年までは、8 割を超えており、それ以

前よりも選択率が高まっている。つまり、2020

年までは、近所に店舗や ATM があることが、

取引金融機関を決定する上で、極めて重要な要

図 2　⾦融機関の選択理由（％）

（出所）『家計の⾦融⾏動に関する世論調査』（⾦融経済教育推進機構）。
（注 1）13 ある選択肢の中から、3 つまで選択可となっている。
（注 2）�「インターネットバンキングなどが充実しているから」という選択肢が、2003 年より

「インターネットによるサービス・取引などが充実しているから」へ変更された。
	 なお、インターネットバンキングに関する選択肢は、2002 年から加えられた。
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因であったと言えるのである。

しかし、その後、状況が大きく変化する。

2021 年には 60.1％と、前年に比べ、20％超下がっ

ている上、2022 年以降も 6 割を割る水準で推移

しており、最新の 2025 年には 53.8％となってい

る。この急激な変化の原因としては、前述のよ

うに、ICT・AI の発達や普及に伴い、利用する

デリバリーチャネルを店舗（中心）からネット

バンキングへシフトする人が増えており、店舗

の必要性が相対的に下がったことが、当然なが

ら考えられる。また、キャッシュレス決済の利

用率も高まっており 12）、現金を出し入れする機

会が減っていることも、店舗や ATM の必要性

が下がる要因になっていると言えるだろう。

2021 年という新型コロナウィルス感染症の流

行の真っ只中に急激な変化があったことにも注

目すべきであろう。同感染症の緊急事態宣言が

全国に発令された翌年のことであり、他人との

接触や ATM の操作を避けたがる人が多かった

ことも、店舗に対するニーズが低下した大きな

要因だと考えられる。すなわち、同感染症が、

家計の店舗からネットバンキングへの急速なシ

フトを促した側面も強いものと推測される。

以上から、「近所に店舗や ATM があるから」

の選択率が、近年大きく低下していることが明

らかにされたが、依然として、他の選択肢より

も圧倒的に多く選ばれている点に注意する必要

があろう。2025 年時点で、2 番目に多く選ばれ

ている「インターネットによるサービス・取引

などが充実しているから」は 27.5％であり、約

半数に止まっている。つまり、低下傾向にある

とは言え、現在においても、家計の店舗サービ

スに対するニーズが最も高いことに変わりはな

いのである。

次に、「インターネットによるサービス・取引

などが充実しているから」と回答した割合の推

移を見ていこう。2002 年には、わずか 2.5％で

あったものの、時間の経過とともに少しずつ増

えており、2021 年には、前年比で 10％超上回る

29.4％にまで上昇した。2022 年以降は、2021 年

の割合を下回る水準で推移しているものの、や

はり 3 割弱をキープしている。先ほどの「近所

に店舗や ATM があるから」で見られた傾向と

は対称的であり、ICT・AI の普及やコロナ禍を

きっかけにネットバンキングの利用が増加する

とともに、店舗サービスに対するニーズが減少

したことを反映しているのであろう。金融機関

が店舗リストラを進める際は、それを補完する

形で、ネットバンキングの機能の充実やセキュ

リティ強化に努めることが必須になることを示

唆している。

また、先ほどの議論とも重複するが、店舗サー

ビスを求める家計の割合に比して、ネットバン

キングを重視する割合が少ないことに注意すべ

きである 13）。今後、ICT・AI の発達や普及がさ

らに進むことは必至であり、状況が変化してい

くことは想像に難くないが、少なくとも現時点

では、店舗の機能をネットバンキングによって

完全に代替できる段階には達していないという

ことを念頭に置いておく必要があろう。

（2）先行研究のアンケート調査に基づく考察
次に、近藤・内田・葛西（2025）が、家計に対

して実施したアンケート調査の結果を参照し 14）、

家計の店舗サービスに対するニーズをさらに探っ

ていこう。

「あなたにとって、金融機関の店舗の必要性は、

以前と比べてどうなりましたか」という設問に

対する回答は、「増した」が 1.8％、「どちらかと

いえば増した」が 7.9％であり、これらの合計

は 9.7％であった。「どちらかといえば低下した」

が 11.5％、「低下した」が 3.7％であり、これら
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の合計は 15.2％であった。前者が後者を下回っ

ていることから、店舗の存在を従前以上に求め

る声は、さほど多くないと言える。一方、「変わ

らない」が 75％と圧倒的に多いことから、全体

で見ると、店舗サービスに対するニーズは、従

前よりも大きく下がっているわけではなさそう

である。

ネットバンキングを利用する人を対象に、「あ

なたにとって、金融機関の店舗はどのような存

在ですか」を尋ねた設問に対する回答は、「必

要性が高い」が 13％、「どちらかといえば必要

性が高い」が 39.8％であり、これらの合計は

52.8％と過半数であった。一方、「どちらかとい

えば必要性が低い」が 14.4％、「必要性が低い」

が 2.8％であり、これらの合計は 17.2％と低めで

あった。種々の金融サービスを受ける上で、ネッ

トバンキングのみで事足りると考えている人は

少数であり、ICT・AI 化が進み、ネットバンキ

ングの機能が高度化するとともに、利用者が増

加する中にあっても、サービスの性質によって

は、未だに店舗における対応を求める人が多い

ことが分かる。

店舗の存在は、メインバンクの選択にどの程

度の影響力を持っているのであろうか。「あなた

がメインバンクを選択する（あるいは、取引を

継続する）上で、店舗が近くにあることをどの

程度重視しますか」という設問に対する回答は、

「重視する」が 25.1％、「どちらかといえば重視

する」が 49.3％であり、これらの合計は 74.4％

と圧倒的に多かった。一方、「どちらかといえば

重視しない」が 3.7％、「重視しない」が 2.7％で

あり、これらの合計は 6.4％に過ぎなかった。つ

まり、店舗の存在は、家計のメインバンクの選

択に多大な影響を及ぼす要因だと言えるのであ

る。金利ある世界へと移行する中、店舗の有用

性を見直す金融機関が出現している 15）。多くの

家計にメインバンクと認識してもらい、取引を

継続してもらうことを重んずる金融機関は、従

来のリストラありきの店舗戦略を見直す時期に

さしかかっているのかもしれない。

「あなたの自宅の最も近くにあるメインバンク

の店舗が閉鎖されると仮定します。この場合、

メインバンクを店舗が近くにある他の金融機関

へ変更したいと思いますか。」という設問の回

答は、「そう思う」が 11.4％、「どちらかといえ

ばそう思う」が 22.6％であり、これらの合計は

34％であった。「どちらかといえばそう思わな

い」が 15.1％、「そう思わない」が 15％であり、

これらの合計は 30.1％であった。後者が 3 分の

1 弱と比較的多めである。同調査を時系列で行っ

ているわけではないため、断言はできないもの

の、ネットバンキングの機能の充実や普及に伴

い、店舗のメインバンクを変更させるほどの影

響力は、相対的に弱まっているのかもしれない。

また、金融機関の選択肢が少ない地域では、そ

もそもメインバンクを変更する余地が少なかっ

たり、メインバンクの変更に付随する手間を考

慮すると、少し離れた店舗を利用するほうがま

しであると考える人もいたりするのであろう。

一方、前者のほうがわずかながら上回ってい

るのも事実であり、店舗閉鎖に伴って、一定

の顧客離れが起こり得ることを示唆している。

ICT・AI が普及する昨今にあっても、メインバ

ンクに店舗サービスを求める家計は根強く存在

しており、金融機関の店舗戦略は、合理化一辺

倒では片付けられない問題だと言えるのである。

とりわけ狭いエリアに密着した業務を営む地域

金融機関にとって、地域における顧客離れは、

経営に深刻なダメージをもたらし得るため、注

意を要するであろう。
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４　地域金融機関の今後の店舗戦略のあり方
近年における金融機関を取り巻く環境の劇的

な変化は、地域金融機関に経営効率化を迫って

おり、店舗リストラもその 1 手段と捉えられて

いる。また、近年における ICT や AI の急速な

普及は、それを後押しする要因になっている。

一方、金利ある世界へ突入し、預金獲得等のた

めに、店舗の有用性が見直されているという議

論もある。今後の地域金融機関の店舗戦略はど

うあるべきなのであろうか。

財務を改善し、地域経済活性化のための業務

に力を注ぐために、ある程度の店舗の統廃合が

不可避となる地域金融機関も出てくるであろう。

そうした金融機関が、店舗からネットバンキン

グへ顧客を誘導することを通じて店舗リストラ

を進める際は、良好なネットバンキングの利用

環境の提供を伴わなければならない。すなわち、

使い勝手の良いシステムとする、（店舗経費等が

浮いた分を還元すべく）手数料・金利等を魅力

的な水準に設定する、セキュリティ対策に万全

を期す、（待ち時間を減らすなど）問い合わせ等

に円滑に対応できる体制を整えるといった環境

が整備されていなければ、顧客からの不満が高

まり、顧客離れにつながりかねないことに注意

する必要がある。

厳しい経営環境の下で、フルバンキングの店

舗ネットワークを従来通りに維持し続けること

が困難な地域金融機関もあるであろう。その対

応として、主に店舗の空白地帯に移動店舗車を

走行させる地域金融機関も存在する。休日の規

制緩和に伴い、2 つの店舗の営業日をずらすこ

とによって、同じ職員数でもって 2 つの店舗を

営業することも可能になっている。また、店舗

の機能を絞った軽量化店舗を導入する動きも見

られる。こうした方法を取り入れることによっ

て 16）、コストをできるだけ抑制しつつも、より

広域の顧客に最小限の店舗サービスを提供する

という、地域金融機関としての本分を果たしや

すくなるであろう。

なお、注 10 で紹介した『よりよい銀行づく

りのためのアンケート』における「もっともよ

くお使いの金融機関について、どのような点に

満足していますか」という設問において、「店

舗が多く、身近な場所にある」と回答した割合

は、地銀が 36.1％、第二地銀が 34.5％、信金・

信組が 36.2％で、いずれも 2 位であるのに対し、

「ATM が多く、身近な場所にある」と回答した

割合は、地銀が 52.5％、第二地銀が 60％、信金・

信組が41.4％で、いずれも1位であった。フルサー

ビスの店舗よりも、ATM の立地をより重視す

る顧客が多いことを示唆している可能性がある。

したがって、有人店舗の削減が不可避であった

としても、ATM 提携等の何らかの手段を活用

して、ATM の利用環境の悪化を軽減する努力

も求められるであろう。

ちなみに、家計の店舗サービスに対するニー

ズは、減少傾向にはあるものの、現在でも、取

引金融機関を決める上で、最も重視する要因に

なっている点を無視すべきではないと考える。

ネットバンキングをメインで活用している顧客

であっても、店舗を持つ金融機関をあえて利用

する人にとっては、店舗の存在が安心感につな

がっていることが、第３節第（２）項で紹介し

たアンケート調査の結果からも窺える。また、

キャッシュレス化がそれほど進んでいない地域

や高齢化が進行する地域においては、ATM を

含んだ店舗サービスに対するニーズが依然とし

て高いことも容易に想像される。本稿は、家計

の店舗サービスに対するニーズに焦点を当てて

きたため、企業のそれを考慮してこなかったが、

近藤・内田・葛西（2023）では、メインバンク

の店舗閉鎖が、約 3 分の 1 の中小企業のメイン



69
季刊　個人金融　2026 春

特集　地域間格差の現状と暮らしへの影響Ⅰ　―社会経済構造の変容と格差形成のメカニズム―

バンク離れにつながる可能性も指摘されている。

そもそもネット専業銀行ではなく、あえて店

舗を有する金融機関を選択する顧客層は、店舗

サービスをより強く求める傾向にあると思われ

る。メインバンクないしそれに近い形で利用し

ている顧客は、特にこうした傾向が強いものと

考えられ、こうした顧客層に対しては、ネット

銀行との差別化を図るべく、店舗サービスを通

じた利便性の提供に相応の力を注ぐことがア

ピール力を持つであろう。つまり、店舗を持つ

金融機関の店舗戦略は、効率化一辺倒では片付

けられないことに注意が必要である。

ICT・AI 化が急速に進む昨今にあっても、店

舗サービスに対するニーズが少なからず存在す

ることから、少なくとも現時点では、ネットバ

ンキングによって、店舗の機能を完全に代替で

きるとは言い難い。また、地域金融機関の店舗は、

地域における金融インフラとしての機能を果た

し得るものである。地域金融機関として果たす

べき公共性と効率性のバランスをうまくとりな

がら、ICT・AI 時代における店舗戦略やデリバ

リーチャネル戦略を構築することが求められて

いると言える。

【注】

1）Dick（2007）も、店舗密度を銀⾏が地域におい

て提供しているサービスの 1 つと捉えている。

2）具体的には、「銀⾏法施⾏規則」、「銀⾏局⻑通達

（店舗通達）」等によって規制されていたが、店舗

通達は、1997 年 7 ⽉に廃⽌され、2002 年 4 ⽉には、

⽀店その他の営業所の認可制が届出制に改められ

た。それ以後は、基本的に⾃由な出店が認められ

ていることとなる。

3）都道府県別の店舗数データの出所は、『⾦融マッ

プ』（⾦融ジャーナル社）である。

4）これらの都道府県別データの出所は、いずれも『統

計で⾒る都道府県のすがた』（総務省統計局）である。

5）地域銀⾏間の再編により、2015 年から 2025 年の

間に業態変換した銀⾏が存在しており、地銀と第

⼆地銀を別々に扱うと、データの整合性がとれなく

なるため、両業態を⼀緒くたに地域銀⾏とした。

6）⼈⼝との相関係数も求めてみたが、やはり 1％⽔

準で有意なプラスの符号をとった。

7）家森・近藤（2001c）、近藤（2003）、伊藤（2004a, 

2004b, 2006, 2008, 2009)、永⽥・⽯塚（2007）、宮

本（2012）、森・佐藤（2017）は、店舗設置関数の

推定を通じて、郵便局の店舗が、あまねく公平に

⾦融サービスを提供するように配置されていると

いう結論を得ている。

また、滝川（2014）は、郵便局と⺠間⾦融機関の

店舗ジニ係数を⽐較し、店舗分布の格差が⼩さい

ところに郵便局らしさが⾒出せると述べている。

8）これに対し、近藤（2008）は、都銀と第⼆地銀

の店舗変化数と県内総⽣産が、有意なマイナスの

相関関係にあったとしている。2000 年代半ば頃ま

では、家森・近藤（2001a）等が⾒出した傾向と同

じく、バブル期に過剰に店舗が設置された地域に

おいて店舗削減が進められていた可能性がある。

9）たとえば、ネットバンキングの利⽤者の預⾦⾦

利や振込⼿数料を優遇する動きが⾒られる。

10）たとえば、全国銀⾏協会が公表している『より

よい銀⾏づくりのためのアンケート』（2024 年 10 

⽉）によると、ネットバンキングの利⽤率（計）は、

2015 年には 61.1％であったが、2024 年には 64.5％

となっている。内訳を⾒ていくと、スマートフォ

ン向けネットバンキングの利⽤率が、2015 年には

11％であったのに対し、2024 年には 46.7％となっ

ている。

11）⾦融広報中央委員会の業務が、2024 年 10 ⽉末

に同機構へ移管された。

12）経済産業省のデータによると、2020 年に 29.7％

であったキャッシュレス決済⽐率は、順調に伸び
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ており、2024 年には 42.8％に達している。

13）加えて、複数回答のため、双⽅を求めている家

計も存在するであろう。

14）20 〜 89 歳の消費者のうち、直近 1 年以内に⾦

融機関を利⽤した⼈を対象にアンケートを実施し

た。2023 年 6 ⽉ 29 ⽇から 7 ⽉ 3 ⽇にかけて、イ

ンターネットを通じて⾏った。有効サンプル数は

1627 である。

15）たとえば、三菱 UFJ 銀⾏は、2025 年に、約 20 

年ぶりに東京と⼤阪へ新規出店を⾏っている。

16）これらの詳細については、近藤（2020, 2021）

を参照。
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